
年 月

年 月 日 （ 歳 ）

年 月 日 年 月 日 年 月 日

有 無

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

外郭団体（§47①Ⅰ） 派遣団体(§47①Ⅱ） 外郭団体の子法人（§47①Ⅲ）

財政的援助法人（§47①Ⅳ）（ 出資・出えん、貸付 300万円以上の負担金、補助金、交付金 ）

行政上の権限行使に係る法人（§47②）

人材データバンク 法人等ホームページ ハローワーク 新聞、雑誌等の刊行物

その他 （ ）

再就職承認申請書

令和 日

　大阪市長　様

　大阪市職員基本条例（平成24年大阪市条例第71号）第47条第４項の規定に基づき、下記のとおり承認を申請します。
  この申請書及び添付書類の記載事項は、事実に相違ありません。

１　申請者

　本市退職（予定）日

令和

　（退職時）所属

 　本市採用日

昭和

ふりがな 　生年月日（今年度末年齢）

氏　　名 昭和

　職種

平成

平成

　（退職時）所属における職務内容

　退職後、本市において再任用職員等として勤務している（していた）期間の有無

退
職
前
の
主
な
職
歴

　発　令　年　月 所　属　　・　　補　職　名 職　務　内　容

平成

※退職（予定）時の所属を除き、過去10年間の職歴を時系列順（古い順）に記入してください。

２　承認を希望する法人・求人等の情報

　大阪市職員基本条例該当条項（該当する項目を選択してください。）

応募のきっかけ

※①～⑬欄については、応募のきっかけが人材データバンクの場合は、求人情報登録一覧表から転記いただき、人材デー
タバンク以外の場合は、法人ホームページやハローワークの募集要項等を参考にご記入ください。また、⑮欄の記載は任
意ですが、⑭欄には必ずご記入をお願いします。

令和

令和

①法人等の名称

②法人等の事業内容等（定款、寄付行為、事業報告書等を添付する場合は記載省略可）

③勤務事業所名（上記法人等の名称と同じ場合は省略可）

　（退職時）補職名 　職員番号

　（退職時）所属発令日

平成

※（退職時）所属発令日には、退職（予定）時の所属・補職について発令を受けた日を記載してください。
※ 本市退職（予定）日については、本市を退職する（予定）日を記載してください。



雇用期間の定めなし 雇用期間の定めあり

～

④職種 ⑤役職名

⑥採用人数 ⑦雇用形態

⑪募集期間

　　令和　　　年　　　月　　　日 　～ 　令和　　　年　　　月　　　日

⑫再就職後の職務内容

⑬法人等が申請者に求める特定の資格や免許、知識、経験等

⑧雇用期間

⑨就業時間 ⑩年収見込

約 万円/年

（ 令和　　年　　月　　日 ～ 令和　　年　　月　　日 ）

⑭再就職後に活用できると考える申請者自身の特定の資格や免許、知識、経験等

⑮その他（備考）

　求人内容について、求人票や勤務条件を記載したもの等、内容が具体的にわかる書類がある場合は添付してください。



有 無

年 月 ～ 年 月

有 無

年 月 日

年 月 日

年 月 日

有 無

（１）申請者の在職中の職務内容と法人等との関わりの有無

関わりの時期 令和 令和

内容

３　申請者と承認を希望する法人等との関係等

　発令年月日 所　　　　　属 補　　　職　　　名

令和

（２）上記（１）における申請者の関与の度合い（業務遂行に際しての申請者の担った役割を記載してください。）

次の項目については、第47条第２項に規定する行政上の権限行使に関する事務に職務として携わった法人への再就職承認申請を行う
場合に記入してください。

４　行政上の権限行使に係る業務（大阪市職員基本条例第47条第２項該当）

（１）２に掲げる法人に対する行政上の権限行使に係る業務の有無

　離職前５年間における、２に掲げる法人に対する行政上の権限行使に係る職歴

（２）上記（１）における申請者の役割及び関与の度合い（行政上の権限行使に係る専決権者であるか等）

（３）２に掲げる法人に対して行った不利益処分の有無

　具体的な不利益処分の内容、同処分にあたっての申請者の役割及び関与の度合い

令和

令和

　申請者が従事した行政上の権限行使に係る職務内容（具体的に）



承認

不承認

年 月 日承認番号 処理年月日 令和

　不承認の理由

承認を必要
としない

　承認を必要としない理由

大阪市人事監察委員会　記入欄

受理番号

審査結果

　承認の理由又は承認に際しての附帯条件


